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 令和５年４月１８日（火）14 時資料提供  

 

 

 

 

 

 

 

 

『事業再構築に挑む中小企業の現状と課題』 
 

近年の日本経済は、コロナ禍以降、悪化する国際情勢や、それらに伴う資材調達難、価格高騰、

さらには円安など、予測困難かつ複合的な環境変化に翻弄され続けてきました。そのため企業では、

急激な環境変化に適応するための事業再構築が喫緊の課題となっており、とりわけ、経営基盤が

脆弱な中小企業では、その重要性は高いものとなっています。  

こうした事態を鑑み、現在 、中小企業による事業再構築を促進する政策が展開されていることか

ら当センターでは、効果的な政策の立案・実施に資することを目的に調査を実施し、『事業再構築

に挑む中小企業の現状と課題』（資料№194）として、結果をとりまとめました。  
 

○  調査結果のポイント 

１．中小企業による事業再構築の促進を目的とした政策の意義  
 

 
 
≪主な調査結果≫  
❶府内中小企業の事業再構築実施率は約２５％、実施企業の約６割で計画が遅延 。  
❷事業再構築を推進する能力は、実施によって向上し、能力が向上した企業は次の事業
再構築に意欲的。  

 
２．支援の方向性（実施中の中小企業向け） 

 
 
 
≪主な調査結果≫  
❸推進担当人材や専門人材の不足を課題とする企業が多い。また実施企業で人材育成
を行う企業は計画通りに進展しているが、３分の１以上は人材育成を未実施 。  

❹実施企業の多くが、ホームページやＳＮＳによる広報について専門家等の支援を期待 。  
 
３．支援の方向性（未実施の中小企業向け） 

 

 
 
≪主な調査結果≫  
❺計画推進のために新たに組織的な体制を築くケースは少なく、７割以上の企業は、経営
者自らが推進担当者 。また経営者がリーダーシップを発揮しているほど計画が進展 。  

❻中長期的な視点に基づいた計画の方が、また計画時に専門家等から事業戦略面での
支援を受けている方が、計画が進展 。  
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推進担当者など不足する社内人材の確保・育成に関する支援が有効。またインターネット

を使った販路開拓などの知識を持つ専門家の活用支援も効果的。  

経営環境の不確実性が高まるなか、実施する計画の進展や、新たな実施を促す政策の意

義は大きく、中小企業による事業再構築の自律的な循環創出にも期待できる。  

実施の鍵を握る経営者の思考様式（マインドセット）の変化を促す政策が効果的。また人

材不足を補完するため、専門家等による計画立案から実施までの継続的支援が重要 。  
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定期的に実施
【積極的】
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高くなった やや
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低くなった 低くなった

15.2 57.5 27.1 0.2 0.0
13.3 62.9 23.6 0.1 0.0
10.8 45.1 43.2 0.7 0.2

 ①感知  (n=1019)
 ②捕捉   (n=1020)
 ③変容  (n=1018)

≪検定結果≫

t 値 ⾃由度 有意確率
 (両側)

①感知 3.711 423.2 p<.01
②捕捉 3.551 1004 p<.01
③変容 3.924 1002 p<.01

実施
25.3%

未実施
74.7%

項目 企業数 割合
大幅に計画を上回る 10 1.0%
やや計画を上回る 29 2.9%
概ね計画通り 374 36.9%
やや遅れている 429 42.3%
大幅に遅れている 160 15.8%
計画は中止（予定含む） 11 1.1%
合計 1013 100.0%

【順調群】
40.8％

【遅延群】
59.2％

○調査結果の概要  
１．中小企業による事業再構築の促進を目的とした政策の意義               
 
 
 
 
 
 
 
≪主な調査結果≫  
❶府内中小企業の事業再構築実施率は約２５％（図表１）、実施企業の約６割で計画に遅れが
みられる（図表２）。 

 
図表１ 府内中小企業の事業再構築        図表２ 実施する事業再構築の進展状況  

の実施状況（n=2859）  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：大阪府 ［2022］「大阪府内       出所：大阪府 ［2022］「府内企業の事業再構築に関する調査 」。  

企業経営実態調査 」。            ※以下の資料の出所は同じ。  
 
❷事業再構築を推進する能力は、実施により向上し（図表３）、能力が向上した企業は次の事業
再構築に意欲的となる傾向がある（図表４）。 

 
図表３ 事業再構築実施によるダイナミック・ケイパビリティ能力（注１）の変化 (単位：％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 事業再構築の今後の実施意向と経験によるダイナミック・ケイパビリティ能力変化  

 

 

 

 

 

 

 

  

（注１）調査では、企業が事業再構築を推進する能力として、ダイナミック・ケイパビリティ論を参考
とした。ダイナミック・ケイパビリティとは「急激な環境変化に対処するために組織内外の資源を統
合、構築し、再構成する能力」を意味し、その能力は以下の３要素からなる。  
①感知＝自社経営に影響を及ぼす外部環境の変化を把握する能力  
②捕捉＝外部環境変化に対し、新たな事業機会を見出し、それに合った事業を構築する能力  
③変容＝新事業に必要な人材を配置し、また外部関係者を確保する能力  

経験により各能力が向上
した企業の方が、今後の実
施に積極的  

≪能力変化≫  
   
   高  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   低  

経営環境の不確実性が高い状況において企業の事業再構築の重要性は高まっており、計

画に遅れがみられる実施企業の計画進展、また未実施企業の実施を促す政策の意義は大き

い。加えて中小企業は、事業再構築を経験することで、その推進能力が向上し、次の事業再構

築に意欲的となる。そのため促進政策は、将来、中小企業自らが状況に応じて事業再構築を

実施する、自律的な循環の創出に繋がると期待できる。  

（ダイナミック・ケイパビリティの３要素）  
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31.8

45.9

68.2

54.1

人材育成なし
（n=362）

人材育成あり
（n=636）

(％)

順調群 遅延群
40.4

23.0

20.7

2.6

2.4

36.2

ＯＪＴ及び個別指導

資格取得の費用補助・奨励

社外セミナー(eラーニング含む)
の補助・奨励

専⾨知識習得のための⼤学・
専門学校等の補助・奨励

その他

特に人材育成はしていない

（％）

２．支援の方向性（実施中の中小企業向け）                   

 

 
 
 
 
 
 
≪主な調査結果≫  
❸実施企業では、計画の進展に拘わらず推進担当人材や専門人材の不足を課題とする企業が
多い（図表５）。また実施企業で人材育成を行う企業は計画通りに進展しているが、３分の１以
上（36.2％）は人材育成を行っていない（図表６、図表７）。 

 
図表５ （進展別）事業再構築推進の課題  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表６ 人材育成の実施状況（n=1019）           図表７ （進展別）人材育成の実施状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画の進展状況とは関係なく、推進担当人材や専門人材に不足を感じる企業が多い。また

人材育成を実施する企業は、計画進展は良好であるが、実施企業の３分の１以上は人材育成

を行っていない。そのため、不足する社内人材の確保・育成に関する支援が有効と考えられる。 

ホームページやＳＮＳといったインターネットを使った販路開拓などについて専門家に期待する

企業が多く、そうした専門家の活用支援も効果的と考えられる。  

計 画 の進 展 状 況
に関 係 な く 、推 進
担 当 者 や専 門 人
材が不足  

（X２=19,110,df=1,p<.01)※  
 
※カイ二乗検定の結果として、（X ２

=カイ二乗値 ,df=自由度 ,有意確
率 ）を表示 。以下 、同じ。  
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50.7

36.4

26.8

21.4

18.3

17.9

16.2

13.5

0.7

10.8

販路開拓

ブランディング戦略

技術課題の解決

資⾦調達

⼈材の能⼒・意欲向上

人材紹介・確保

IT

調達・委託外注先開拓

その他

特にない

(％)

経営者
が主担, 
52.5%経営者が

メンバー参加, 
20.1%

経営者が都度、
意思決定, 
24.4%

特に関与していない,
1.3%

不明, 1.5%

既存組織が
担当, 
41.3%

新組織を設置, 
29.0%

社外から獲得
（M&A等）, 

5.8%

特に担当する
組織はない, 

23.1%

不明, 0.9%

65.2

52.6

32.0

25.6

14.8

5.0

17.9

4.5

29.9

2.9

ホームページ制作・リニューアル

SNSなどインターネット広報

広告媒体のデザイン・制作

自社サイトでのインターネット販売

国内のインターネットショッピングサイトへの出店

海外のインターネットショッピングサイトへの出店

国内展示会への出展

海外展示会への出展

市場や競合企業の調査

その他

(%)

❹実施企業の多くが、販路開拓について専門家から支援を受けることに期待している。販路開拓
の内容では、ホームページやＳＮＳなどのインターネットを使った広報に対する支援に期待する企
業が多い（図表８，図表９）。 

 
図表８ 専門家等に期待する専門知識 ・ノウハウ（n=1021）  
 
 
 
 
 

図表９ 期待する販路開拓支援の内容（n=515） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
３．支援の方向性（未実施の中小企業向け）                   
 
 
 

 
 
 
≪主な調査結果≫  
❺府内中小企業では、計画推進のために新たに組織体制を築くケースは少なく（図表１０）、７割
以上の企業は、経営者自らが推進担当者として事業再構築に直接関与している（図表１１）。 
経営者がリーダーシップを発揮している企業は、計画が進展している傾向がある（図表１２）。 

 
図表１０ 組織体制  (n=1043)            図表１１ 経営者の参画状況（n=1043) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中小企業では経営者が事業再構築実施の鍵を握っていることから、既存事業に固執するこ

となく、新たな事業にも目を向ける様に、経営者の思考様式（マインドセット）の変化を促す政策

が効果的と考えられる。また人材不足を補完するため、専門家等による計画から実施までの継

続的支援が重要と考えられる。  

経営者参加は７割以上  新組織等の設置は３分の１程度  
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順調群

遅延群

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

①カリスマ ②知的刺激 ③個人重視

≪検定結果≫

t 値 ⾃由度 有意確率
 (両側)

①カリスマ 4.981 940.2 p<.01
②知的刺激 5.139 944.1 p<.01
③個人重視 6.175 954.4 p<.01

43.5

35.1

56.5

64.9

中⻑期的要因

短期的要因

（％）順調群 遅延群

37.3

44.9

62.7

55.1

資料作成⽀援のみ

事業戦略⽀援あり
（％）順調群 遅延群

 
図表 12 （進展別）社内のリーダーシップの３つの資質 (注２)の発揮状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
❻短期的な視点よりも、中長期的な視点に基づいて立てられた計画の方が円滑に進展している
傾向がある（図表１３）。また計画時に専門家等から資料作成だけでなく、事業戦略面にまで
踏み込んだ支援を受けている企業は、計画が進展している傾向がある（図表１４）。  

 

図表１３ （進展別）実施に至った要因  

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１４ （進展別）申請時の支援機関の支援内容  

 

 

 

（注２）経営者のリーダーシップの在り方には諸説あるが、本調査では不確実性が高い環境に適
した変革型リーダーシップの概念を参考とした。この変革型リーダーシップには、以下の３つの資質
があると考えられている。  

  ①カリスマ：全従業員に新事業のビジョン・目的を理解させ、事業推進への協力姿勢を持たせる  
②知的刺激 ：従業員が新しい発想を持ち、その意味や解決策を深く考え行動できるようにする  
③個別重視：従業員と個別に向き合い教育するなど、学習による成長を支援する  

≪各資質の水準≫  
   
発揮している  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
発揮していない  

計画が進捗 している「順調
群」の方が、３つの資質のい
ずれも発揮できている  

「中長期的要因 」とは、「新ビジネスチャンスの発見 」、「既存事業の将来不安解消 」、「余剰資
金 ・資源の活用 」を実施の要因とするもの。  
「短期的要因 」とは、「事業再構築補助金がきっかけ」、「既存事業の業績悪化 」を実施の要因と
するもの。  

（X２=6,219,df=1,p<.05) 

（X２=4,974,df=1,p<.05) 

「事業戦略支援あり」とは、支援内容に「自社の強み・弱みの理解 」、「事業企画・推進への具体
的な支援」、「経営環境（市場 ・顧客等 ）に関する理解」のいずれかが含まれる場合。  
「資料作成支援のみ」とは、支援内容が、「申請書 ・計画書等の資料作成」のみの場合。  


